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定款の一部変更に関するお知らせ 
 
 当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり定款の一部変更について平成 21 年 6
月 20 日開催予定の第 26 期定時株主総会に付議することを決定いたしましたので、お知らせ

いたします。 
  

記 
 

１．定款変更の理由 

「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を

改正する法律」（平成１６年法律第８８号、以下「決済合理化法」という）の施行されたこ

と及び事業内容の多様化に対応するため、現行定款を以下のとおり変更するものであります。 

（１）当社の事業内容の多角化に対応するため、現行定款第２条につきまして事業目的を追

加するものであります。 

（２）平成２１年１月５日において株券を発行する旨の定款の定めを廃止する定款変更の決

議がされたものとみなされておりますので、当社定款第６条（株券の発行）を削除し、

併せて株券に関する文言の削除および修正を行うものであります。 

（３）「株券等の保管及び振替に関する法律」が廃止されたことに伴い、当社定款規程のう

ち、実質株主および実質株主名簿に関する文言の削除および修正を行うものでありま

す。 

（４）株券喪失登録簿は、決済合理化法施行日の翌日から起算して１年を経過する日までこ

れらを作成して備え置くこととされているため、附則に所要の規程を設けるものであ

ります。 

（５）その他、必要な規定および文言の加除、修正等所要の変更を行うものであります。 

 
２．定款変更の内容 

変更の内容は、別紙のとおりであります。 
 

３．定款変更の日程 
  定款変更のための定時株主総会開催予定日 平成 21 年 6 月 20 日 
  定款変更の効力発生予定日        平成 21 年 6 月 20 日 

 
 

以上      



 
別 紙 

 （下線部分は変更箇所） 
現行定款 変更案 

第１章 総 則 第１章 総 則 

第１条 （省略） 第１条（現行どおり） 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

１．コンピューターのプログラムの開発、製作、販売な

らびに輸出入 

２．電子機器の開発、製作、販売ならびに輸出入 

３．通信機器の開発、製作、販売ならびに輸出入 

４．コンピューター周辺関連装置の開発、設計、製作、

販売 

５．コンピューター利用の訓練教育、講習会の実施及び

教材の企画製作 

６．インターネットのアクセスサービス業 

７．不動産の保有、賃貸、管理及び運用 

８．インターネットを利用した情報通信システムの企

画、開発、設計、管理運営に関する業務 

９．インターネットを利用した情報の収集、管理、処理、

提供の各サービスならびにコンサルティングに関

する業務 

１０．インターネットを利用した通信販売業務ならびに通

信販売の仲介・情報提供業務 

１１．広告宣伝に関する業務、イベントの企画、実施 

１２．情報通信ならびにインターネット関連事業への投資

ならびにこれら企業の合併、提携、営業権及び有価

証券の譲渡に関するコンサルティング、仲介、斡旋

に関する業務 

１３．経営コンサルタント業務 

１４．企業における従業員の人事・労務・福利厚生・教育

研修業務に関するコンサルティング 

１５．労働者派遣事業 

１６．人材育成のための教育事業ならびにカウンセリング

１７．携帯情報端末向けソフトウェアの企画及び製作 

１８．集金の代行業務 

（新設） 

１９．前記各号に附帯する一切の業務 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

１．コンピューターのプログラムの開発、製作、販売な

らびに輸出入 

２．電子機器の開発、製作、販売ならびに輸出入 

３．通信機器の開発、製作、販売ならびに輸出入 

４．コンピューター周辺関連装置の開発、設計、製作、

販売 

５．コンピューター利用の訓練教育、講習会の実施及び

教材の企画製作 

６．インターネットのアクセスサービス業 

７．不動産の保有、賃貸、管理及び運用 

８．インターネットを利用した情報通信システムの企

画、開発、設計、管理運営に関する業務 

９．インターネットを利用した情報の収集、管理、処理、

提供の各サービスならびにコンサルティングに関す

る業務 

１０．インターネットを利用した通信販売業務ならびに通

信販売の仲介・情報提供業務 

１１．広告宣伝に関する業務、イベントの企画、実施 

１２．情報通信ならびにインターネット関連事業への投資

ならびにこれら企業の合併、提携、営業権及び有価

証券の譲渡に関するコンサルティング、仲介、斡旋

に関する業務 

１３．経営コンサルタント業務 

１４．企業における従業員の人事・労務・福利厚生・教育

研修業務に関するコンサルティング 

１５．労働者派遣事業 

１６．人材育成のための教育事業ならびにカウンセリング

１７．携帯情報端末向けソフトウェアの企画及び製作 

１８．集金の代行業務 

１９．貸金業 

２０．前記各号に附帯する一切の業務 

第３条～第４条 （省略）  第３条～第４条 （現行どおり） 

第２章 株 式 第２章 株 式 

第５条 （省略） 第５条 （現行どおり） 

（株券の発行） 

第６条 当会社の株式については、株券を発行する。 

（削除） 



現行定款 変更案 
第７条 （省略） 第６条 （現行どおり） 

（株主名簿管理人） 

第８条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２．株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会

の決議によって選定し、公告する。 

３．当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。以下同

じ。）、株券喪失登録簿及び新株予約権原簿は、株

主名簿管理人の事務取扱場所に備え置き、株主名

簿、株券喪失登録簿及び新株予約権原簿への記載又

は記録、その他株式ならびに新株予約権原簿に関す

る事務は株主名簿管理人に委託し、当会社において

は取扱わない。 

（株主名簿管理人） 

第７条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２．株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会

の決議によって選定し、公告する。 

（削除） 

（株式取扱規程） 

第９条 当会社の株券の種類ならびに株主名簿、株券喪失登

録簿及び新株予約権原簿への記載又は記録、その他

株式又は新株予約権に関する取扱い及び手数料に

ついては、法令又は定款に定めるもののほか、取締

役会の定める株式取扱規程によるものとする。 

（株式取扱規程） 

第８条 株主名簿及び新株予約権原簿への記載又は記録、そ

の他株式又は新株予約権に関する取扱い及び手数

料、株主の権利行使に際しての手続きについては、

法令又は定款に定めるもののほか、取締役会の定め

る株式取扱規程によるものとする。 

（基準日） 

第 10 条 当会社の定時株主総会において株主の権利を行使

することができる株主（実質株主を含む。以下同

じ。）は、毎事業年度の最終の株主名簿に記載又

は記録された議決権を有する株主とする。 

２．前項にかかわらず、必要があるときは、取締役会

の決議によって、あらかじめ公告して、一定の日

の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は

登録株式質権者をもって、その権利を行使するこ

とができる株主又は登録株式質権者とすることが

できる。 

（基準日） 

第９条 当会社の定時株主総会において株主の権利を行使

することができる株主は、毎事業年度の最終の株主

名簿に記載又は記録された議決権を有する株主と

する。 

２．前項にかかわらず、必要があるときは、取締役会の

決議によって、あらかじめ公告して、一定の日の最

終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録

株式質権者をもって、その権利を行使することがで

きる株主又は登録株式質権者とすることができる。

第 11 条～第 53 条 （省略） 第 10 条～第 52 条 （現行どおり） 

（新設） 附則 

（新設） 第１条 当会社の株券喪失登録簿は、株主名簿管理人の事務

取扱場所に備え置き、株券喪失登録簿への記載また

は記録に関する事務は株主名簿管理人に取り扱わ

せ、当会社においては取扱わない。 

（新設） 第２条 当会社の株券喪失登録簿への記載または記録は、法

令または定款に定めるもののほか、取締役会におい

て定める株式取扱規則による。 

（新設） 第３条 本附則第１条ないし本条は、平成２２年１月６日を

もってこれを削除する。 

   
  


